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第四章 具体施策の推進 
 

１ 住み慣れた地域で暮らし続けられる地域社会づくり 
（１）地域包括ケアシステム 
【現状と評価】 
○地域包括ケアシステムとは、団塊の世代が75歳以上となる令和７（2025）年を目途に、介護

が必要な状態になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、⾼齢者の住まい
を拠点に、介護だけでなく、医療や介護予防、生活支援を一体的に提供する地域の仕組みを
いいます。 

○地域の特性等に応じ、次のポイントを踏まえ、地域包括ケアシステム構築を実現させていく
必要があります。 
・第６期計画期間では、平成27年４月から平成29年４月までの間に、各市町村において、「介

護予防・日常生活支援総合事業」への移行が行われました。 
・また、第７期計画期間の平成30（2018）年度までに、「在宅医療・介護連携の推進」、「生活

支援・介護予防サービスの基盤整備の推進」、「認知症施策の推進」のための体制が各市町
村で整備されました。 

・そして、第８期計画期間では、⾼齢者人口等の増加を見据え、介護予防の推進や生活支援
サービスの充実、介護人材の確保、医療と介護サービスの連携などに加え、地域共生社会※

１の中核的な基盤となる地域包括ケア体制の深化・推進が進められてきました。 
 

 
地域包括ケアシステム構築のポイント 

 
○地域で暮らす高齢者の実態把握 
⇒地域で暮らす⾼齢者の暮らしぶりと、支援を必要とする⾼齢者・家族の生活実態を把握

する仕組みの構築 
  
○個別・地域課題に対する多職種連携による支援 
⇒多職種連携による地域ケア会議等を通じて、⾼齢者等個人に対する支援の充実とそれを

支える社会基盤の整備とを同時に進める仕組みの構築 
 
○要介護者が適切な介護サービスを受けられる環境の整備 
⇒適切なサービスが提供できる環境の整備と、サービス提供に必要な人材の確保とを進め

る仕組みの構築 
 
○医療と介護の円滑な連携による在宅療養の推進 
⇒医療と介護の複合的ニーズを有する⾼齢者に対する在宅医療の確保と、医療・介護連携

の仕組みの構築 
  
○地域における予防・健康づくりの推進 

⇒住⺠等の多様な主体による健康を維持し介護を予防する仕組み、そして認知症の予防と
早期発見・対応につなげる仕組みの構築 

  
○高齢者の尊厳と安心を守る仕組み 
⇒⾼齢者自身の自己決定を尊重した支援やサービスの提供と、虐待や詐欺行為等から⾼齢

者の権利や利益を守る仕組みの構築 
 

 
※１ 地域共生社会 

制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住⺠や地域の多様な主体が参画し、人と
人、人と資源が世代や分野を超えつながることで、住⺠一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会をい
います。 
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【第９期の方針】 

〇第９期計画期間中には、団塊の世代が75歳以上となる令和７（2025）年を迎えることになり
ます。今後も⾼齢者人口等の増加傾向が見込まれる一方で、生産年齢人口は減少していくこ
とが見込まれています。 

〇人口構成の変化や介護ニーズ等の動向が地域ごとで異なる中で、各市町村においては、それ
ら地域の実情に応じて介護サービス基盤を整備するとともに、地域包括ケアシステムの深
化・推進、介護人材の確保等に向けた具体的な取組の実施が引き続き求められています。 

〇第９期計画では、基本目標を「行政・住⺠が一体となって、誰もが自分らしく暮らし続けら
れる地域をつくる」とし、これまでに整備された体制を活用しながら、地域包括ケア推進の
活動を発展させる期間と位置付け、県⺠や市町村・地域包括支援センター、関係機関と協働
する形での地域包括ケアシステムの深化・推進を目指します。 

⇒本章各項目に掲げる取組の連動を通じて、その実現を目指すこととします。 
 
（参考）地域包括ケアシステムの姿 

 

出典：厚生労働省資料 
 
（参考）地域支援事業の連動 

 
 
 
 
 
 
 



- 24 - 

 

 
（参考）地域共生社会の姿 

 
出典：厚生労働省資料 

 
（２）多職種連携 
【現状と評価】 
１ 概 要 

〇地域包括支援センターは、市町村が設置主体となり、保健師・社会福祉士・主任介護支援
専門員等を配置して、３職種のチームアプローチにより、住⺠の健康の保持及び生活の安
定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に
支援することを目的とする施設です。 

〇地域包括支援センターは、平成17（2005）年度の介護保険法改正で地域住⺠の身近な相談
支援機関として創設されて以来、要介護者とその家族を対象に、住み慣れた地域で安心し
てその人らしい生活を継続できるための地域包括ケアの実現に向けた中核的な機関として
各種取組を推進してきました。 

〇社会が⾼齢化の一層の進展と人口減少へと転じる中、要介護認定者数や認知症⾼齢者数の
増加、⾼齢者のみの世帯等の増加といった世帯構造の変化など、近年、要介護者とその家
族、そして両者を取り巻く環境は大きく変貌しました。 
さらに、新型コロナウイルス感染症の拡大以降、住⺠同士の交流・見守りや支え合いの場等
が失われた結果、人々が生きづらさや孤独・孤立を感じざるを得ない状況となりました。ヤ
ングケアラー、老々介護、8050問題といった深刻化する望まない孤独・孤立問題は社会全
体で対応しなければならない課題となり、地域包括支援センターへの役割はますます重要な
ものになっています。 
そして、そうした社会的背景の変化に伴って⾼齢者やその家族からの相談、要支援者の介護
予防サービス計画の作成件数等は増加しており、地域包括支援センターの業務負担が年々増
加していることも事実です。 

〇平成29（2017）年の介護保険法の改正により、地域包括支援センターによる評価が義務づ
けられました。市町村は、地域包括支援センターの業務が適切に実施されるよう、評価結
果に基づき地域包括支援センターに必要な職員体制を検討し、その確保に取り組むことが
重要となっています。 

〇また、平成26（2014）年の介護保険法の改正では、地域ケア会議の設置が市町村の努力義
務として規定され、地域包括支援センターでは、医師、⻭科医師、薬剤師、看護師、⻭科
衛生士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管理栄養士、介護支援専門員（ケアマネ
ジャー）、介護サービス事業者といった多職種協働による地域ケア個別会議（個別ケースの
検討）が行われるようになりました。地域ケア介護を行うことで⾼齢者の自立支援に向け
たより効果的なケアマネジメントが可能となるほか、個別ケース検討の積み重ねにより、
地域課題の把握、地域資源の開発、政策形成への効果も期待されています。 
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〇県内では、すべての市町村で地域ケア会議が設置されており、北栄町での多職種連携によ
る自立支援型地域ケア会議の実施を先進事例とするほか、他の市町村においてもそれぞれ
の市町村の実情に応じた体制や運営方法等による地域ケア会議が実施されています。 

 
（参考）地域包括支援センターの業務 

 
出典：厚生労働省資料 

 
（参考）地域ケア会議の推進 

 

出典：厚生労働省資料 

 

２ 関連データ 
○地域包括支援センターの設置状況（令和５年４月時点） 

・県内の地域包括支援センターは17保険者で直営19か所、委託20か所の計39か所が設置され
ています。 
【内訳（設置数と設置主体）】 

鳥取市：11か所（直営２か所、委託９か所） 
米子市：７か所（直営１か所、委託６か所） 
倉吉市：５か所（委託） 
その他の保険者（南部箕蚊屋広域連合を除く）：各保険者に１か所（直営） 
南部箕蚊屋広域連合：３か所（直営） 
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〇地域包括支援センターの相談件数、介護予防支援等実施件数の推移 
単位：件 

 R1 R2 R3 R4 
総合相談 149,662 157,638 148,204 164,966 

介護予防支援 47,645 53,862 49,727 54,050 
介護予防ケアマネジメント 35,890 30,610 30,846 30,943 

出典：地域包括支援センターの事業評価を通じた機能強化について 
 
３ 市町村の実践例 
○岩美町／介護者家族交流会 
・岩美町では、在宅で⾼齢者を介護している家族等を対象に、介護に関する知識や技術の習得、

介護者の健康づくり、介護者同士の交流や情報交換を行う介護者家族交流会を実施していま
す。 
⇒介護について様々な情報を得たり、介護者同士の交流を深めネットワークをつくったりす

ることは、介護者の心身の負担軽減等につながります。 
 
（参考）岩美町介護者家族交流会 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○北栄町／地域ケア会議 

・北栄町では、平成22（2010）年度から⾼齢者の自立支援を目指し、自立支援型ケアマネジ
メントに重点を置いた地域ケア会議を開催しています。介護サービスに限らず、保健・医
療・福祉、そしてインフォーマルサービスも含め、支援計画とサービス調整を総合的に行
っています。 

 
（参考）北栄町自立支援型地域ケア会議の様子 

  
出典：北栄町資料 

 
 
 



- 27 - 

 

○米子市／総合相談支援センターの運営（地域包括支援センターの運営） 
・米子市では、様々な福祉課題を抱える方々の相談を受け止め、従来の福祉分野にとらわれ

ずに支援していくための拠点として、令和４（2022）年４月に「米子市ふれあいの里総合
相談支援センター（えしこに）」を開設しました。 

・えしこにでは、①福祉のよろず相談、②地域包括支援センター、③ひきこもりの相談、④
成年後見制度の相談、⑤制度の狭間相談、⑥チーム支援の調整という６つの機能を一体的
に実施し、複雑な福祉の困りごとを支援しています。 

 
出典：米子市資料 

 
４ 県の取組 

項 目 内 容 
地域包括支援センター等職員研修 ・階層別研修（初任者、現任者、管理者） 

・総合相談支援研修 
地域ケア会議に係る実務者研修 ・市町村職員等を対象に、地域ケア会議の運営に必

要な知識や技能等を学ぶ 
自立支援型地域ケア会議の実施に向け
た専門職等派遣 

・地域ケア会議の有効性を⾼めるため、リハビリ専
門職等を市町村等に派遣する 

鳥取県地域支援事業交付金 ・介護保険法に基づく地域支援事業を実施するため
に必要な費用を保険者に交付する。 
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【第９期の方針】 
○地域包括支援センターの機能強化 

・地域住⺠の複雑化・複合化したニーズに対応する包括的な支援体制を構築するため、地域
包括支援センター等には、「包括的な相談の受け止め」、「他の支援機関等と連携した支援の
実施」といった役割が期待されています。 

・また、⾼齢者個人の家族を取り巻く環境にも留意し、家族支援の必要性や視点等を理解し
て支援していくなど、家族介護者支援の充実も求められるようになりました。 

・しかし、その役割が一層期待される地域包括支援センターにおいては、業務負担の軽減が
全国的な課題になっており、国の社会保障審議会介護保険部会においても、業務負担の軽
減や職員配置の見直しについて言及されています。 

 ＜介護保険法改正による地域包括支援センターの体制整備（R6.4.1施行）＞ 
  ・介護予防支援の指定対象の拡大 
  ・総合相談支援業務の一部委託 

※その他、業務負担軽減や質の向上に係る取組について、国において検討中 
・県では、そうした国の動向を見守りつつ、地域包括支援センター職員研修の実施や地域包

括支援センターが主催する地域ケア会議への専門職派遣、地域支援事業交付金やその他国
交付金の積極的な活用等、地域包括支援センターの効果的・効率的な運営に向けた支援を
展開していきます。 

 
○地域ケア会議と多職種・機関協働、事業間連動 

・北栄町では、平成22（2010）年度から地域ケア会議を開催し、また平成28（2016）年度に
介護予防・日常生活支援総合事業をスタートさせ、介護予防に重点を置いた施策を展開し
てきたことにより、要介護認定率は県内で最も低い状況を維持しています。 

・県では、こうした市町村の取組を後押しするため、地域ケア会議をはじめ市町村事業に地
域リハビリテーション活動に資するリハビリ専門職や、地域ケア会議の運営に関するアド
バイザーを派遣し、また市町村等のニーズに合った地域ケア会議実務者研修の開催等を実
施していきます。 

・さらに、地域ケア会議で把握した地域の課題や資源の情報を協議体や生活支援コーディネ
ーターが把握・認識することで、地域住⺠や様々な関係機関・団体と協働した地域づく
り・資源開発に活かすことが可能になることから、地域支援事業の各事業を連動させなが
ら地域の仕組みを構築していけるよう、引き続き市町村等の取組を支援していきます。 

 
（参考）事業間連動の例（“協議体”と“地域ケア会議”の関係性） 

 
出典：厚生労働省資料 
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（３）生活支援サービスの充実（地域資源の創出等） 
【現状と評価】 
１ 概 要 
〇地域包括ケアシステムの目的は、「住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けられる」よう支

援することですが、地域で暮らす方はそれぞれ異なった人生観や価値観、習慣等を有し、生
活スタイルも多様化しています。そのため、地域で暮らす⾼齢者等の日常生活における多様
な生活ニーズや困りごとに対応（支援）するためには、介護保険サービスといった公的制度
やサービスだけで解決することはできません。 

〇そうしたことを受けて、平成27（2015）年度の介護保険制度改正により、自市町村内の生活
支援や介護予防に資する資源を把握し、住⺠や地域団体等の多様な主体により多様なサービ
スが創出されるよう、取組を進める事業「生活支援体制整備事業」が生まれました。 

〇生活支援体制整備事業では、生活支援コーディネーター※１や協議体※２を設置することになっ
ており、県内では、すべての市町村で設置され、地域住⺠が主体となって取り組む「支え合
いのまちづくり」を推進しています。 

 
※１ 生活支援コーディネーター 

生活支援等サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート機能（主に資源開発やネットワーク構築の機能）を果たす
もの。 

 
※２ 協議体 

生活支援コーディネーターと生活支援等サービスの提供主体等が参画するもので、情報共有や連携強化の場として機能す
るもの。 

 

 
出典：厚生労働省資料 
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２ 関連データ 
○生活支援体制整備事業の実施状況                ※令和５年３月県調べ 

市町村 生活支援コーディネーターの配置 協議体の設置 
第１層 第２層 第１層 第２層 

鳥取市 １人 ６人 １か所 14か所 
米子市 ４人 ４人 １か所 ７か所 
倉吉市 １人 ３人 １か所 13か所 
境港市 ２人 ０人 １か所 ０か所 
岩美町 １人 ０人 １か所 ０か所 
若桜町 １人 ０人 １か所 ０か所 
智頭町 ３人 ０人 １か所 ６か所 
八頭町 １人 ０人 １か所 ０か所 
三朝町 １人 ０人 １か所 ０か所 

湯梨浜町 １人 ３人 １か所 ０か所 
琴浦町 １人 ０人 １か所 ０か所 
北栄町 １人 ２人 １か所 ２か所 

日吉津村 １人 ０人 １か所 ０か所 
大山町 １人 ２人 １か所 １か所 
南部町 １人 ０人 １か所 ２か所 
伯耆町 ２人 ０人 １か所 ０か所 
日南町 １人 ０人 １か所 ０か所 
日野町 １人 ０人 １か所 ０か所 
江府町 １人 ０人 ０か所 ０か所 

 

３ 市町村・地域の実践例 
○生活支援コーディネーター 

・境港市では、平成29（2017）年度に生活支援コーディネーターを市社会福祉協議会に１名
配置し、生活支援の担い手となるボランティアの育成・発掘等の地域資源の開発や、ネッ
トワーク化などを行い、地域における生活支援・介護予防サービスの提供体制の整備に向
けた取組を推進しています。 

・令和４（2022）年度には、生活支援コーディネーターを１名増員し、現在は２名体制で活
動を推進しています。 

 【生活支援コーディネーターが活動時に大切にしている６つのポイント】 
①地域住⺠との話の中からヒントを得る（一緒に考える） 
②事例紹介や活動紹介をする（地域住⺠の選択肢を増やす） 
③住⺠主体の思いを大切にし、合意形成を図る 
④ニーズの把握から課題の解決へ 
⑤人と人、人と資源をつなぐ 
⑥その地区に合った取り組みを推進する 

 
＜公共交通のはまループバスを利用しての買い物ツアー＞ 

地域内の独居⾼齢者や自動車運転免許証の返納者など、自力での買い物が難しい方々を対
象に、市内循環バス「はまループバス」を利用しての買い物ツアーを実施。支援者や参加者
同士による移動・買い物支援で、自分の目で確かめながら買い物をしていただき、地域内で
の交流にもつながっています。 
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出典：境港市社会福祉協議会資料 

 
＜移動販売車による買い物支援＞ 

近隣に商店がない、足が悪くて遠くに出かけるのが難しいなど、日常の買物に困っている
方の支援が目的ですが、この活動を通じて住⺠の方々が買い物をしながら挨拶を交わしおし
ゃべりができる、新たな通いの場を作ることも目指しています。 

 
出典：境港市社会福祉協議会資料 

 
○協議体 
 ・智頭町では、第１層協議体として「福祉のまちづくりチーム会議」を毎月開催し、智頭町

介護保険事業計画の素案作成や進捗確認、今後の取組の方向性や課題解決策の検討等を行
っています。 

・また、第２層協議体として、平成30（2018）年度から、「暮らしを考える会」が日常生活圏
域（６圏域）ごとに開催され、町や地区ごとの現状等を共有するほか、課題事例等を挙げ、
地域ごとの解決策をワークショップ形式で検討を行っています。 

 ・そして、第８期介護保険事業計画の策定の際は、 
＞森のミニデイ（通いの場）の事業継続に向けた担い手の確保や多職種連携 

   ＞互助を後押しするための制度設計 
   ＞住⺠主体の生活支援『訪問』サービスの検討 等 

について、第１層協議体で検討が重ねられました。 
・ひとりでも多くの住⺠に、介護・福祉を自分ごととして捉えてもらい、ともに取り組んで

もらえるよう、生活支援コーディネーター・協議体と連携し、体制づくりを推進していま
す。 
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＜暮らしを考える会の様子（平成30年度〜令和元年度）＞ 

 
出典：智頭町資料 

 
【第９期の方針】 
〇「地域支え合い推進員」とも呼ばれ、支え合いの地域づくりを住⺠や地域団体等と一緒にな

って推進する生活支援コーディネーターは、そこに暮らす人々の思いや関心、地域課題、そ
して⾼齢者の自立支援に必要な資源について把握しておく必要があります。そのため、住⺠
等とよく話し、また地域ケア会議などのケース検討の場にも出席し、どのような資源が地域
に必要か情報収集したり、逆に活用できそうな資源を地域ケア会議等で提案したりすること
も大切です。 

〇生活支援コーディネーターの活動を支えるためには、市町村担当者の理解や協力が不可欠で
す。県では、各市町村が進める生活支援体制整備について、市町村や住⺠、地域団体等の状
況に応じた伴走支援を行う、市町村支援員を令和３（2021）年度から鳥取県社会福祉協会に
２名配置し、市町村や生活支援コーディネーター等に対する具体的な助言や相談対応、生活
支援コーディネーター養成研修、アドバイザー派遣等を行っており、引き続き実施していき
ます。 

〇そうした取組を通じて、いくつかの市町村では、第８期計画期間中に生活支援コーディネー
ターを増員して支え合いのまちづくりに向けた体制を強化したり、コロナ禍での地域のあり
方を模索する中で協議体の運用について前向きに見直されたりしています。また、地域の実
情等を踏まえ、⾼齢者の健康寿命延伸と日常生活の支援を目的とした「フレイル予防」に関
する新たな取組を地域（第２層協議体等）とともに開始するなど、身近な地域での助け合
い・支え合いの意識や活動が少しずつ広がりを見せています。県では、市町村や生活支援コ
ーディネーター等のニーズ等に合わせた支援を引き続き展開していくことで、こうした市町
村の取組を後押ししていきます。 

 
（４）住み慣れた地域で最期まで（医療と介護の連携） 
【現状と評価】 
１ 概要 
○少子⾼齢化が進展する中、令和７（2025）年にいわゆる「団塊の世代」が全て75歳以上とな

り、超⾼齢社会を迎えることになります。⾼齢者のうち、75歳以上の後期⾼齢者の割合が増
えることで、日常的な生活支援や医療・介護等の様々なニーズのある方が増えていくことが
予測されます。 

○本県では、平成28（2016）年12月に策定した「鳥取県地域医療構想」及び平成30（2018）年
４月に策定した「鳥取県保健医療計画」により、「希望すれば在宅で療養できる地域づくり」
を目標に掲げ、本人が選択した場合に安心して在宅医療を利用いただけるよう、県⺠・医療
関係者に対する在宅医療の普及啓発や、在宅医療の受け皿となる医療機関等による在宅医療
の提供体制の充実に向けた取組を支援しています。 
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○また、平成26（2014）年の介護保険法の改正により、平成27（2015）年度から地域支援事業
に「在宅医療・介護連携推進事業」が位置づけられ、市町村が主体となって地区医師会等と
連携した取組が展開されるようになりました。 

在宅医療・介護連携推進事業で行うこととされている８つの事業 
ア) 地域の医療・介護の資源の把握 提供体制に関する現

状把握 
イ) 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 連携に関する現状把

握と課題抽出 
ウ) 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築 
エ) 在宅医療・介護関係者の情報の共有支援 
オ) 在宅医療・介護関係者に関する相談支援 
カ) 医療・介護関係者の研修 
キ) 地域住⺠への普及啓発 
ク) （在宅医療・介護連携に関する）関係市区町村の連携 

課題解決を図るため
の対策 

 
○さらに、令和２（2020）年度の介護保険法施行規則の一部改正を受け、8つの事業の実施にと

らわれず、地域の実情に応じ、PDCAサイクルに沿った取組を進めること、在宅療養者の生活
の場において医療と介護の連携した対応が求められる４つの場面（①日常の療養支援、②入
退院支援、③急変時の対応、④看取り）を意識して取り組むこと、さらに総合事業など他の
地域支援事業等との連携を進めること等をとおして、「切れ目のない在宅医療と在宅介護の提
供体制の構築」を目指していくこととされました。 

○これまで医療政策の所管窓口を持たなかった市町村にも、「在宅医療・介護連携推進事業」の
一環として在宅医療・介護連携に関する相談窓口が設置され、また入退院時連携を促進する
入退院調整ルール※１を策定・運用する等、地域の実情に応じた取組が実施されています。 

○そして、それらをより充実させるためには、医療と介護の連携のもと、関係機関・団体が一
体となった取組や、医師、⻭科医師、看護師、リハビリテーション専門職、薬剤師、⻭科衛
生士、管理栄養士・栄養士等の医療従事者と介護従事者等の多職種が連携した取組が求めら
れています。 

○近年、全国的に医療機関での死亡割合が減少傾向にあり、⾼齢者施設や自宅での死亡割合が
増加傾向にあります。本県でも、全国と同様、⾼齢者施設や自宅での死亡割合が増加傾向に
あることを踏まえ、⾼齢者施設における看取りに対応できる環境を整備していく必要があり
ます。また、今後の⾼齢化の進展等を踏まえますと、さらに人生会議※２等の人生の最終段階
における医療についての普及と、在宅医療・看護提供体制の充実強化を図っていく必要があ
ります。 

 
 
※１ 入退院調整ルール 

⾼齢者が在宅生活で困らないよう、「入院時（急性期〜回復時）」から「退院時」まで、医療機関・医療従事者と介護事
業所・介護従事者（ケアマネジャー等）が相互に情報を提供し合う仕組みのこと。 

 
※２ 人生会議（ACP：アドバンス・ケア・プランニング） 
   もしものときのために、自分が望む医療やケアについて、前もって考え、家族や関係者と繰り返し話し合い、共有する取

組のこと。 
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出典：厚生労働省 

 
２ 関連データ 
（１）死亡の場所別に見た年次推移（全国、鳥取県） 

＜死亡の場所別に見た年次別割合（全国）＞ 

   
出典：人口動態統計（厚生労働省） 
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＜死亡の場所別に見た年次比較（数、割合）（鳥取県）＞ 
単位：人（％） 

 病院・診療所 老人保健施設 
老人ホーム 自宅 その他 

平成29年 3,977(69.2) 928(16.1) 679(11.8) 166(2.9) 
平成30年 3,772(68.8) 959(17.5) 618(11.3) 133(2.4) 
令和元年 3,828(67.3) 1,126(19.8) 582(10.2) 152(2.7) 
令和２年 3,449(64.9) 1,057(19.9) 670(12.6) 135(2.5) 
令和３年 3,392(59.5) 1,269(22.2) 845(14.8) 198(3.5) 

出典：人口動態統計「死亡数、死亡場所別-10大死因別」（鳥取県福祉保健課） 
 
（２）必要な介護サービスと介護人材の確保 

施設等の基盤整備と併せて、介護の現場で働く人材確保・定着に向けた取組を実施してい
ます。 

※関連するデータは「●●●」と「●●●」の項でご確認ください 
 
（３）在宅医療と在宅看護の充実 
 〇在宅医療 
  ・訪問診療実施件数は、…。 
  ・在宅看取りを実施している診療所・病院数は、…。 

図表等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 〇在宅看護 
  ・訪問看護師数は、…。 
  ・訪問看護ステーション数は、…。 

図表等 
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（４）市町村が在宅医療・介護連携推進事業を実施する中で県に支援を期待する課題（複数回

答、上位10位抽出） 

  
出典：令和４年度在宅医療・介護連携推進支援事業「実施状況調査」調査 

 
３ 各圏域（市町村）の実践例 
○東部圏域（鳥取市、岩美町、若桜町、智頭町、八頭町） 

・鳥取市を含む東部１市４町のエリアは、鳥取県保健医療計画で二次保健医療圏とされ、ま
た鳥取県東部医師会、東部広域行政管理組合消防局も同一エリアとなっています。 

・事業を効率的・効果的に実施するためには、急性期医療（鳥取市内の病院が中心）の入退
院時から連携する必要があること、在宅医のバックアップや在宅患者急変時の後方支援、
そして24時間体制の構築等は、医療資源の地域間格差があるため単独市町では困難であり、
圏域全体で考えていく必要があること等から、鳥取県東部医師会と鳥取市、岩美町、若桜
町、智頭町、八頭町の協働事業として、「鳥取県東部医師会 在宅医療介護連携推進室」を
設置し、取組を実施しています。 

・平成30（2018）年４月１日に、鳥取市、岩美町、若桜町、智頭町、八頭町及び兵庫県の新
温泉町の１市５町で「因幡・但⾺麒麟のまち連携中枢都市圏」が形成されたことを受けて、
在宅医療・介護連携推進事業についても連携・協力して取り組んでいくこととなりました。 

・さらに令和２（2020）年度からは、この圏域に兵庫県⾹美町が加わったことで１市６町に
よる麒麟のまち圏域の連携を進めており、地域住⺠向けの啓発活動として、１市６町で作
成した「ACPノート〜わたしの心づもり〜」を活用し共通した内容で、地域包括ケアシス
テムやACP等について啓発を行っています。 

・また、⾼齢者等がどこで治療・療養・生活していても、支援が必要な場合に医療・介護の
情報共有が円滑に行われるような地域の共通ルール「入院・退院時におけるケアマネジャ
ーと医療機関の連携・情報共有の手引き」を作成し、活用しています。 

・その他、鳥取市保健所とも連携し、多職種研修や住⺠啓発の推進役「ファシリテーター」
を養成しています。 
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〇中部圏域「地域づくりしょいやの会」 

（倉吉市、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町） 
・ 「地域づくりしょいやの会」は、〜住み慣れた地域でその人らしく暮らすために〜をキャッ

チフレーズに、鳥取県介護支援専門員連絡協議会中部支部と、鳥取県中部圏域地域リハビ
リテーション支援センターとの共催事業として始まりました。 

・医療や介護に携わる多職種が職場の垣根を超えて一堂に会し、互いの連携についての意見
交換等による中部圏域での「顔の見える関係づくり」を目指して、平成20（2008）年１月
から活動しています。 

・現在は、在宅医療・介護連携推進事業の中の多職種研修の取組に移行し、中部圏域の１市
４町、中部医師会、中部総合事務所倉吉保健所が協力しながら運営・実施しています。 

・地域の医療・介護の資源の把握と、地域住⺠への普及啓発を目的として、平成31（2019）
年３月から専用サイトを開設しています。 

・医療と介護の両方を必要とする方が、入院から退院まで切れ目のない療養支援を受けられ
ることを目的に中部圏域の医療・介護の従事者、市町等の関係機関・者と協議し、入退院
の調整手順を作成し、運用しています。 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



- 39 - 

 

〇⻄部圏域（米子市、境港市、日吉津村、大山町、南部町、伯耆町、日南町、日野町、江府町） 
・⻄部総合事務所米子保健所と管内市町村等が協働して「在宅医療・介護連携に係る意見交

換会」を定期的に開催し、⻄部圏域の医療と介護の広域連携や市町村の枠を超えた共通課
題について検討を行い、包括的かつ継続的な在宅医療と介護を一体的に提供できる体制の
構築を推進しています。 

・平成27（2,015）年6月、⻄部圏域において、医療機関を退院された⾼齢者に関する介護と
の連携状況等に関するアンケート実施した結果、「連携上の問題がある」との回答が50％に
上ることがわかりました。そのため、医療機関、市町村、地域包括支援センター、介護支
援専門員、関係機関と協議を重ね、⻄部圏域における「入退院調整ルール」を作成し、運
用しています（H28.3〜）。 
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４ 県の主な取組 
全県を対象として主に以下の取組について行っているほか、市町村や関係機関 

・団体等が行う医療と介護の連携推進に関する取組への支援を行っています。 
項 目 内 容 

在宅医療・介護連携推進事業の推進 ・各保健所において、市町村と医療・介護関係者と
の連絡会議や、多職種連携の研修等を行う。 

介護職員のための看取り研修 ・介護職員に対して看取りの知識や心構え等につい
て学ぶ研修を行う。 

鳥取県地域医療介護総合確保基金
（施設整備）補助金 

・鳥取県地域医療介護総合確保基金を活用し介護施
設等の整備を進める。 

鳥取県地域医療介護総合確保基金
（介護従事者確保）補助金 

・鳥取県地域医療介護総合確保基金を活用し介護従
事者を確保するため、市町村及び事業者の取組を
支援する。 

鳥取県地域支援事業交付金 ・介護保険法に基づく地域支援事業を実施するため
に必要な費用を保険者に交付する。 

在宅医療連携拠点事業 ・在宅医療を提供する機関が連携するための圏域内
での調整・支援を行うとともに、多職種連携の会
議、研修、在宅医療に関する出前講座等を開催す
る。 

在宅医療推進事業 ・訪問診療、訪問看護、リハビリテーション等に必
要な施設・設備整備を行う。 

訪問看護支援センター事業 ・鳥取県訪問看護支援センターを設置し、訪問看護
サービスの安定的供給及び在宅医療の推進体制の
強化を図る。 

医療介護連携のための多職種連携等
研修事業 

・在宅医療関係者の多職種連携研修や各専門職の質
の向上に資する研修、在宅医療・介護の連携を担
うコーディネーターを育成するための研修の実施
に必要な経費に対する支援を行う。 

 
【第９期の方針】 
〇地域包括ケア「見える化」システムや国等から提供される医療・介護等に関するデータの活

用、市町村等へのアンケート調査の実施等をとおして、市町村の現状把握や課題抽出、対応
策の検討等を支援していきます。 

○県⺠一人ひとりが希望する生き方が過ごせるように、各地区医師会に設置された在宅医療連
携拠点と連携を図りながら人生会議の普及啓発に努めるとともに、在宅医療や訪問看護を担
う人材の確保・育成等、在宅医療提供体制の充実強化を引き続き図っていきます。 

〇地域包括支援センター等が主催する地域ケア会議について、医療・介護従事者や住⺠など多
職種の参加により効果的に会議運営が実施されるよう支援するとともに、国が行う研修事業
や伴走的支援事業等の周知や活用推奨等もとおして、市町村が在宅医療・介護連携推進事業
と他の地域支援事業（認知症施策等）等との連動を意識した取組が行えるよう支援していき
ます。 

〇併せて、市町村が行う医療と介護の連携推進等に関する取組に対して、リハビリテーション
専門職等がさらに参画できるよう、地域リハビリテーション支援体制を深化・推進します。 

〇県や各保健所による、医療・介護連携推進の関係者を交えた会議や意見交換、研修会等の実
施、また先進事例の提供、地域支援事業交付金やその他国交付金の積極的な活用等をとおし
て、市町村の取組を支援していきます。 

〇地域医療介護総合確保基金等を活用し、要介護⾼齢者の在宅生活を支えるための施設整備や、
介護従事者の確保・育成等をさらに図っていきます。 
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２ 高齢者が元気に活躍し続けられる地域づくり 
  （介護予防−健康づくりの連携推進と高齢者の社会参加） 
【現状と評価】 
１ 概要 
〇少子⾼齢化と人口減少が続く中、地域の特性を活かしながら、年齢や心身の状況等によって

分け隔てることなく、だれでも気軽に参加することのできる住⺠主体の介護予防と健康づく
りの取組を地域に展開することにより、住⺠同士の支え合いの体制を構築していくことが、
健康寿命※１の延伸につながります。 

〇介護予防等の取組を強化するためには、通所、訪問、地域ケア会議、サービス担当者会議、
通いの場等へのリハビリテーション専門職等のさらなる関与が必要であり、地域支援事業の
「介護予防・日常生活支援総合事業」を活用し、専門職による地域に根ざした活動を推進し
ていくことが重要です。 

〇そして近年、健康寿命の延伸のために、フレイル※２に対する疾病・介護予防に関する施策の
推進が重視されるようになりました。フレイルを予防するには、予防の三本柱「栄養、運動、
社会参加」に取り組むことが大切になりますが、特に社会参加の機会（社会とのつながり）
が低下するとフレイルの最初の入り口になりやすいことがわかってきていますので、社会参
加の促進は重要です。 

〇そのため、⾼齢者が地域や家庭の中で生きがいや役割を持って暮らせるよう、社会参加でき
る場の創出や地域づくり等、⾼齢者が元気に活躍し続けられる環境の整備を進めていく必要
があります。 

 
※１ 健康寿命 

健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間（平均寿命から寝たきりや認知症など介護状態の期間を差
し引いた期間）をいいます。 

 
※２ フレイル 
   要介護状態に至る前段階として位置づけられますが、身体的脆弱性のみならず精神・心理的脆弱性や社会的脆弱性などの多

面的な問題を抱えやすく、自立障害や死亡を含む健康障害を招きやすいハイリスク状態を意味します。 
 
２ 関連データ 
（１）介護予防の推進 
 ○介護が必要となった主な原因（全国） 

・介護が必要となった主な原因について、国⺠生活基礎調査によると、 
＞要支援者では「関節疾患」、「⾼齢による衰弱」、「骨折・転倒」 
＞要介護者では「認知症」、「脳血管疾患（脳卒中）」、「骨折・転倒」 

の順に多く、これらの予防に向けた取組が重要になります。 
 
＜現在の要介護度別にみた介護が必要となった主な原因（上位３位）＞ 

 
出典：2022（令和４）年国⺠生活基礎調査 
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○通いの場の展開（鳥取県） 
・通いの場とは、地域の住⺠同士が気軽に集い、一緒に活動内容を企画し、ふれあいを通し

て「生きがいづくり」「仲間づくり」の輪を広げる場所をいい、地域の介護予防の拠点と
なる場所でもあります。 

・国においては、より多くの住⺠が頻度に関係なく社会参加活動することを目指しています
が、県内の通いの場の箇所数や参加者数等は増加傾向にあります。 

 
＜通いの場の箇所数等（鳥取県）＞ 

 R1 R2 R3 
箇所数（箇所） 748 988 1,182 
参加者数（人） 9,771 12,543 14,696 
参加率（％）※ 5.5 7.0 8.2 

※65歳以上人口に占める割合                出典：厚生労働省調査 
 
 ○リハビリテーション専門職等との連携 

・通いの場等における取組をより効果的・継続的に実施するためには、幅広い医療専門職と
の連携が重要になることから、地域リハビリテーション活動支援事業等のさらなる活用促
進が求められています。 

・鳥取県では、「鳥取県リハビリテーション専門職連絡協議会」と連携し、市町村が実施す
る訪問や通所、地域ケア会議等について、市町村からの依頼に基づいて支援を行う体制を
整備しています。 

 
＜市町村からの専門職の派遣依頼の実施状況＞ 

 
出典：厚生労働省調査 

 
＜リハビリテーション専門職による市町村支援体制＞ 
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（２）健康づくりの推進 
 ○健康寿命について 

本県の令和●年の健康寿命は、男性が●歳（全国●位）、女性が●歳（全国●位）で、…。 
＜鳥取県の平均寿命と健康寿命＞ 

項目 元号●（●）年 
（調査年（度）） 

元号●（●）年 
（調査年（度）） 

①健康寿命 
男性 ●年（●位） 

元号● 
（●） 

●年（●位） 元号● 
（●） 女性 ●年（●位） ●年（●位） 

②平均寿命 
男性 ●年（●位） ●年（●位） 元号● 

（●） 女性 ●年（●位） ●年（●位） 
出典：鳥取県健康政策課 

 
 ○鳥取県健康づくり文化創造プラン（健康増進に向けた主な取組） 

・県では、「鳥取県健康づくり文化創造プラン」を策定し、「健康づくり文化の定着」と「健
康寿命の延伸」に向けて、県⺠、関係機関・団体、行政が一体となって健康づくりに取り
組んでいます。 

・本プランの理念・目的に基づく主な取組として、平成26（2014）年度から職域における
健康づくりを推進する「健康経営マイレージ事業」を開始し、また平成30（2018）年度
からは健康意識の醸成と行動変容を促す「あるくと健康！うごくと元気！キャンペーン」
を開始しています。 

・さらに、地区単位の健康づくり活動を推進するため、平成28（2016）年度から「みんな
で取り組む「まちの保健室」事業」にも取り組む等、健康を支えるための環境整備に取り
組んでいます。 
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（３）フレイル予防の推進 
 〇フレイル予防の考え方 

・⾼齢者は複数の慢性疾患に加え、認知機能や社会的なつながりが低下するといったいわゆ
るフレイル状態になりやすい等、疾病予防と生活機能維持の両面にわたるニーズを有して
いることから、⾼齢者の健康状況や生活機能の課題に対して一体的に対応していく必要が
あります。 

 
出典：厚生労働省 

 
〇栄養、運動、社会参加の促進 

・⾼齢期のやせは、肥満よりも死亡率が⾼くなるといわれています。また、サルコペニア
（加齢に伴う筋肉量の減少）や骨・筋肉・関節に支障をきたすと、歩行障害や転倒につな
がり、フレイルになりやすくなるともいわれています。今後も75歳以上人口の増加と要介
護者の増加が見込まれる中、低栄養・低活動傾向の⾼齢者の増加を抑制することは、健康
寿命の延伸につながります。 

・さらに、国において、年数回の社会参加や、就労が健康増進につながる（死亡リスクや要
介護リスクが低下する）ことが示されていることから、社会参加等ができる環境づくりを
進めていくことも重要です。 

・そして、「栄養、運動、社会参加」の取組は、互いに影響し合っており、どれか一つだけを
すれば良いというものではなく、三つの要素をうまくリンクさせて生活サイクルに組み入
れていくことが大切になります。 

＜調査結果＞ 
■⾼齢者の低栄養傾向の者（BMI≦20kg/㎡※）の割合 
 ※健康日本21（第三次）で要介護等リスクが有意に⾼くなるポイントとして提示 

 
 
 ■ロコモティブシンドロームの人数（足腰の痛みのある⾼齢者の人数） 
 
 

■社会活動を行っている⾼齢者の割合 
 
 
 

 



- 45 - 

 

○地域で支える体制の整備（生きがい活動の促進） 
・老人クラブは、地域の自主的な⾼齢者活動組織で、「暮らし支え合い」「集いの場づくり」

「情報を届ける」を柱に、同世代の⾼齢者を支える活動（健康づくり活動、訪問活動、子
ども・地域見守り活動等）に取り組んでおり、⾼齢社会を支える重要な担い手です（⇒
「介護予防・健康づくりの充実」と「⾼齢者自身が主役となる地域づくり」）。 

・介護保険制度の導入以降、⾼齢者を主体とする介護予防と相互の生活支援という観点から、
その活動と役割はますます期待されていますが、ライフスタイルの変化や⾼年齢者への雇
用機会の延⻑、老人クラブ以外の活動への参加等を背景として、近年、老人クラブ加入者
数は全国的に減少傾向が続いています。 

 

 
 
〇⾼齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 

・医療と介護双方の視点から⾼齢者の状態をスクリーニングし、社会参加の促進を含むフレ
イル予防等の取組等、対象者及び各地域の課題に対応した一体的な取組につなげていくこ
とが重要です。 

・令和元（2019）年の国⺠健康保険法等の改正で、令和２（2020）年度から後期⾼齢者医療
広域連合が⾼齢者保健事業を国⺠健康保険保健事業及び介護予防の取組と一体的に実施す
る取組がスタートし、広域連合はその実施を構成市町村に委託することができるとされて
います。 

・これを受け、県内の市町村においても、庁内連携のもと一体的な実施の取組が進められて
います。 

＜⾼齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施の進捗状況（市町村）＞ 
 令和５年度の実施済みの市町村は16市町村（全体の約84％）で、…。 
 
 
 
 

 

 

(表) クラブ数、会員数の推移等
Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

(H30.4.1現在) (H31.4.1現在) (R2.4.1現在) (R3.4.1現在) (R4.4.1現在) (R5.4.1現在)

クラブ数(クラブ) 472 695 666 634 614
会員数(人) 34,214 32,191 30,741 28,838 26,589
 ※公益財団法人鳥取県老人クラブ連合会HPより引用

年度

7月下旬以降
県老連HP掲
載予定
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                      出典：厚生労働省 
 
３ 市町村・地域の実践事例 
○鳥取市／しゃんしゃん体操 

・ 「しゃんしゃん体操」とは、介護予防と地域のふれあいを目的として鳥取市でつくられた体
操です。新聞紙を丸めた手作りの棒を使い、市の「しゃんしゃん傘踊り」の音楽に合わせ
て行います（１回５分程度）。 

・この体操を定期的に行う（１週間に１回、２年間継続）と体力年齢（握力や脚伸展力、片
足立ち時間など）が平均5.2歳若返ることが、鳥取大学医学部の研究で明らかとなっていま
す（※鳥取市HPより）。 

・地域の公⺠館や集会所等を会場に、しゃんしゃん体操普及員養成講座を修了した「しゃん
しゃん体操普及員」が中心となって開催しています。 

 
＜しゃんしゃん体操の効果＞ 

  
 
○湯梨浜町⾼齢者クラブ連合会／サロン活動、見守り活動 

・ゆりりんサロン⻑瀬中部クラブは、身近なところに通いの場を確保し、介護予防と健康寿
命の延伸を目指して平成29（2017）年から始まった取組で、毎月２回、健康体操や脳トレ、
体操終了後のおしゃべりタイム等、介護予防と健康寿命の延伸効果を感じながら取り組ん
でいます。 
※湯梨浜町では、公⺠館等で自主的な介護予防活動や健康づくり活動を行う介護予防・健

康づくりリーダー「ゆりりんメイト」の養成講座を開催する等、住⺠主体の地域づくり
を支援しています 

 
・松友会（はわい⻑瀬中部老人会）は、平成27（2015）年から、ハイビスカスの鉢植えを会

員に配布して、「見守り活動」を実施しています。 
＞毎年５月に苗と培養土等を購入し、地区内緑化を推進 
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＞会員が苗を育て、見守りかつ移動を年２回実施 
＞管理アドバイザー（会員の中から選定）と役員で会員宅を訪問し、ハイビスカスの生育状

況等の点検指導とともに、友愛訪問を実施 
⇒花をとおして、自然に会話が生まれ、生きがい・仲間づくりに発展 

☆ハイビスカスの見回り活動が「仲間づくり活動」として、全国老人クラブ連合会から
「2020活動賞」を受賞 

    
 
○米子市／フレイル対策 

・米子市では、令和元（2019）年度に市内の永江地区をモデル地区としてフレイル対策事業
をスタートさせ、フレイルの改善効果が得られたことから令和２（2020）年度にはその取
組を市内全域に展開しました。 

・令和３（2021）年度以降は、市内３か所の施設をフレイル対策の拠点として整備し、令和
４（2022）年度には３拠点と市内全公⺠館（29 か所）をリモートでつなぎ、オンライン運
動教室を実施する等、より多くの方が参加できる体制を整備しました。 

・さらに、令和５（2023）年４月には、「フレイル対策推進課」を新設し、米子市フレイル
予防推進協議会をはじめとする⺠間事業者との協働により、フレイル度チェックの結果に
応じたフレイル予防実践教室の開催や、フレイル予防優待チケット（市内のフィットネス、
カルチャースクール等でフレイル予防に取り組む際に活用できるチケット）の配布等、新
たな事業を展開しています。 

 
出典：米子市HP 
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４ 県の主な取組 

全県を対象として主に以下の取組について行っているほか、市町村や関係機関・団体等が
行う⾼齢者の社会参加等に関する取組への支援を行っています。 

項 目 内 容 
ご当地体操交流大会 ・後期⾼齢者や要支援者の方も一緒になってできる

市町村考案のご当地体操を活用した交流大会の開
催 

介護助手導入支援事業 ・元気⾼齢者等を介護助手として雇用し、⾼齢者の
社会参加と介護職員の業務負担軽減を目指す 

介護予防のための多職種連携強化事
業 

・介護予防の取組内容について技術的な指導や助言
を行うリハビリテーション専門職等を市町村等に
派遣する 

とっとりいきいきシニアバンク 
「生涯現役」運営事業 

・資格、特技、技能等を持つ⾼齢者の活動促進を図
るため、⾼齢者の人材バンクを運営し、活動の場
づくりを推進する 

いきいき⾼齢者クラブ活動支援補助
金 

・地域を支える⾼齢者の生きがいづくりと健康づく
りを支援し、さらなる地域活動の発展及び団体の
育成強化を図るため、市町村及び県老人クラブ連
合会に補助する。 

スポーツ、芸術活動の振興 ・シニア作品展や因伯シルバー大会等のスポーツ大
会の開催 

・ねんりんピックへの選手派遣 
・ねんりんピック鳥取県大会の開催(2024年)、及び

本県大会に向けたeスポーツの振興 
鳥取県地域支援事業交付金 ・介護保険法に基づく地域支援事業を実施するため

に必要な費用を保険者に交付する。 
 
【第９期の方針】 
○県では、各市町村が進める介護予防・日常生活支援総合事業について、市町村の状況に応じ

た伴走支援を行う、市町村支援員を令和４（2022）年度から２名確保し、市町村に対する具
体的な助言や相談対応等を行っており、引き続き実施していきます。 

○令和５（2023）年度には、市町村や大学、医師会といった関係機関からなる「鳥取方式フレ
イル予防対策検討会」を立ち上げ、県内で実践されている健康づくりや介護予防の取組を体
系的に整理し、「鳥取方式フレイル予防対策」として今後の施策方針を取りまとめることとし
ています。今後、鳥取方式フレイル予防対策に基づく取組を市町村等と連携しながら取り組
んでいきます。 
＜鳥取方式フレイル予防対策の概要と今後の取組＞ 
○概要 
 ・… 
○今後の取組 
 ・ （健康づくり） 
 ・ （介護予防） 
 ・ （一体的実施） 

○より多くの住⺠の社会参加の機会を増やし維持することは、結果的に個人や地域全体の健康
増進と介護予防につながることから、さらに多くの社会参加の機会が提供されるよう、市町
村等と連携した取組を推進します。 

○介護予防、健康増進、そしてフレイル予防の取組を強化する観点から、市町村や住⺠等が行
う介護予防等の地域づくりに対して、リハビリテーション専門職等がさらに参画できるよう、
地域リハビリテーション支援体制を深化・推進します。 

○令和６年に本県で開催される「全国健康福祉祭とっとり大会（ねんりんピックはばたけ鳥取
県2024）」の成果を活かし、スポーツや文化活動（社会参加）の一層の活性化と県⺠の健康保
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持・増進等につなげるとともに、老人クラブがより魅力ある組織となり、⾼齢者の加入が一
層促進されるように、活動内容の充実やリーダーの養成を支援し、老人クラブ活動の活性化
に努めていきます。 

 ※ねんりんピックのイベント「地域文化伝承館」は県内の老人クラブが担当 
 
○活動指標・成果指標 

項目 現状 令和 8(2026)年度(末)の目標 
スポーツ、文化芸
術活動 

因伯シルバー大会への参加者数●、
シニア作品展への出品数 

[2022 年度] 
 

ねんりんピックを挟みスポーツ、
文化芸術活動の一層の振興を目指
し、参加者数、出品数に関し、そ
れぞれ 2022 年の 20%増を目標と
する。 

シニアバンク 登録者数● 
延べ活動数●、活動者数● 

[●現在] 

コロナ後の活動の活性化を見込
み、それぞれ現状の 10 増を目指
す。 

介護支援ボランテ
ィア 

介護支援ボランティア活動に取り組
む市町村 
 導入市町村（10） 

…鳥取市、米子市、倉吉市、境港
市、三朝町、琴浦町、北栄町、日吉
津村、南部町、日南町   [●現
在] 

地域の実情に応じたボランティア
活動の育成が行われており、現状
維持を基本に、実施市町での活動
活性化を促す。 

 
 

３ 高齢者の尊厳と安全の確保 
（１）相談体制の充実 
【現状と評価】 
 介護保険制度に関し以下のような相談機関があり、それぞれ、総合的な窓口として対応をし
ています。 
 
相談体制の一覧 
実施個所 主体 内容  
地域包括
支援セン
ター 

市町村 介護保険制度を含めた⾼齢者のさまざまな相談の
直接かつ総合的な窓口として機能 

相談件数165,202
件（令和4年度暫
定値） 

介護相談
員制度 

市町村 利用者から介護サービスに関する苦情や不満等を
聴き、事業者や行政の間に立って、問題解決に向
けた橋渡しを行っている。 

市町村実施率
31％（全国14
位：令和5年1月
時点） 

鳥取県国
⺠健康保
険団体連
合会苦情
相談窓口 

国⺠健
康保険
団体連
合会 

介護保険に関する総合的な苦情処理機関。サービ
スの向上を図るため、様々な相談に対応。内容に
応じて事実関係を調査の上、介護サービス事業者
に対し必要な指導・助言を行っている。 

苦情及び相談17
件（令和4年度） 

 
【第９期における方向及び対応】 
 第９期においても、県に寄せられた相談に関し、引き続き、適切な対応を行うとともに、研
修や指導を通じ、市町村（保険者）、地域包括支援センター、事業者に適切な相談対応を呼びか
けていくこととします。また、鳥取県国⺠健康保険団体連合会における苦情処理業務が円滑に
行われるよう必要な支援を行います。 
 
（２）権利擁護・成年後見制度の普及 
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【現状と評価】 
認知症の⾼齢者や身近に親族のいない一人暮らしの⾼齢者の増加等に伴い、成年後見制度の

利用者は増えており、相談の内容も、複雑な課題を抱えた案件が多くなっています。 
本県ではいち早く全19市町村に中核機関が設置されており、県内３カ所の成年後見支援セン

ターにより、圏域の市町村と連携して全県域をカバーした相談対応や、金銭問題や虐待など複
合的に問題が生じている困難案件の後見受任、一般市⺠による後見人（市⺠後見人）など後見
の担い手育成・候補者の確保や受任後の支援などが行われています。 

増大するニーズに対し、成年後見支援センターや市町村社会福祉協議会による法人後見の受
任可能件数、弁護士・司法書士・社会福祉士・行政書士等専門職の人数にも限界があり、現状
年間10件程度に留まっている市⺠後見人による後見も推進する必要があります。 

また、さまざまな事情により本人が後見開始の審判を申し立てられない場合には、市区町村
⻑等の申し立てが可能ですが、県内の申立件数は市町村により差があります。必要な方が必要
な支援を受けられるよう、体制の充実が求められます。
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 (参考)成年後見支援センター 
区分 

圏域 
法人後見受任件数 相談件数 
R2 R3 R4 R2 R3 R4 

東
部 

とっとり東部権利擁護支援
センター アドサポセンタ
ーとっとり 

68 76 86 1,491 1,563 1,550 

中
部 

中部成年後見支援センター 
ミットレーベン 

39 38 42 144 133 107 

⻄
部 

⻄部後見サポートセンター 
うえるかむ 

97 100 92 3,460 4,092 4,431 

計 204 214 220 5,095 5,788 6,088 
  
(参考)成年後見申立件数 
 平成31年（令和元

年） 
令和2年 令和3年 

 人数 割合(％) 人数 割合(％) 人数 割合(％) 
親族 59 25.00 45 20.27 63 24.71 
弁護士 24 10.17 23 10.36 26 10.20 
司法書士 40 16.95 47 21.17 49 19.22 
社会福祉士 31 13.14 38 17.12 39 15.29 
行政書士 20 8.47 13 5.86 28 10.98 
社会福祉協議会 8 3.39 15 6.76 13 5.10 
市⺠後見人 11 4.66 12 5.41 11 4.31 
その他法人 42 17.80 29 13.00 25 9.80 
その他個人 1 0.42 0 0.00 1 0.39 
 238 100.00 222 100.00 255 100.00 
 
(参考)⾸⻑申し立て件数（単位：件） 
  区分 
 
圏域 

R2 R3 R4 
申立件数 うち 

⾸⻑申立 
申立件数 うち 

⾸⻑申立 
申立件数 うち 

⾸⻑申立 
東部 123 35 142 37   
中部 57 ９ 43 ８   
⻄部 46 ８ 53 11   
計 226 52 238 56 217 68 
 
【現状と評価】  

住み慣れた地域で、必要な支援を受けることができる権利擁護体制の確立を目指
し、増大するニーズに対応するため、成年後見制度利用者の増加、とりわけ市⺠後
見人の人数及びその受任件数の増加、県内市町村における⾸⻑申し立て件数の適正
化を図るとともに、日常生活自立支援事業の契約締結件数の増加、また、日常生活
自立支援事業から成年後見制度への円滑な移行を推進する。 

そのため、中核機関である市町村・各成年後見支援センター及び日常生活自立支
援事業を実施する県・市町村社会福祉協議会と引き続き連携する。 
 
成果指標 
成年後見制度利用者数 現状(R4●件)→R6●件,R7●件,R8●件 
市⺠後見人による後見 現状(R4度●件)→R6度●件,R7度●件,R8度●件 
全市町村で⾸⻑申し立て 
 

 

別途孤独・孤立対策課  

11 月作成  

別途孤独・孤立対策課  

11 月作成  
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（３）本人意思の尊重 
【現状と評価】  

介護保険制度は、利用者と事業者の契約により介護サービスが提供されることと
され、本人の選択がまずは重要とされるところですが、実際のサービス利用に当た
っては、自立支援に向けたケアマネジメントの観点や、家族の意向なども介護サー
ビスの選択に反映されています。 

認知症などにより⾼齢者本人の判断が困難であったり、家族の介護負担が限界に
達するなどの状況があることも考えられますが、本人の希望をできるだけ尊重する
ケアを目指す必要があります。 

終末期に関する意向はデリケートな話題ですが、家族の中であらかじめ話し合っ
ておき 、 ケアに 反 映させ て いくこ と も、尊 厳 の確保 と ＱＯＬ （Quality of Life 生
活の質）の向上につながります。 

 
(参考）在宅ケアの終結状況                （単位：件、％） 
  終結 

件数 割合 本人の希望 家族の希望 医師の勧め 不明 
件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 

病 院 や ポ ス ピ ス 病
棟への⻑期入院 1,054  13.9    71   6.7   437  41.5   324  30.7   222  21.1 

在宅看取り   977  12.9   274  28.0   491  50.3    22   2.3   190  19.4 
介 護 施 設 や グ ル ー
プホームへの入所 1,824  24.1   130   7.1 1,343  73.6    48   2.6   303  16.6 

有 料 老 人 ホ ー ム や サ ー ビ ス
付 き ⾼ 齢 者 向 け 住 宅 へ の 住
み 替 え  

  427   5.6    76  17.8   276  64.6    11   2.6    64  15.0 

通 所 介 護 等 の 宿 泊 サ ー ビ ス
や 小 規 模 多 機 能 型 居 宅 介 護
施 設 で の ⻑ 期 滞 在  

  372   4.9    32   8.6   295  79.3     5   1.3    40  10.8 

小  計 4,654   -   583  12.5 2,842  61.1   410   8.8   819  17.6 
体 調 急 変 に よ る 短
期入院及び死亡 2,409  31.8 出 典 ： 鳥 取 県 に お け る 地 域 包 括 ケ ア シ ス テ ム の 発 展 ・ 強 化 に 向 け た 保

険 ・ 医 療 ・ 福 祉 の 専 門 職 連 携 と 在 宅 ケ ア の 課 題 に 関 す る ア ン ケ
ー ト 調 査 （ 2013年 度 、 鳥 取 県 地 域 包 括 ケ ア 研 究 会 調 査 チ ー ム ）  引 っ 越 し 等 に よ る

契約終了   514   6.8 

合  計 7,577 100.0 
 

【第９期における方向及び対応】 
利用者本人意思の尊重について、引き続き⾼齢者の相談体制、権利擁護、虐待防

止、医療介護連携及び事業者への指導助言などを通じて、必要な対応を行うものと
します。 

ま た 、「 エ ン デ ィ ン グ ノ ー ト 」 や 県 内 で 制 作 ・ 配 布 さ れ て い る 冊 子 等 の 普 及 ・ 活
用を促進し、将来、介護を要するようになった時や、人生の終末期における本人意
思の尊重に向けた取組を推進していきます。 
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（参考）終末期の本人意思の尊重に向けた取組  
もしもの時のあんしん⼿帳 

〜大切な人に伝えたいこと〜  
在宅療養をはじめる前に 

〜家でも大丈夫！〜  

発行 鳥取県⻄部医師会在宅医療推進委員会  発行 鳥取県訪問看護支援センター  
 

もしもの時のしあわせノート（自分史・私の生き方） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

発行 日南町 
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（４）高齢者虐待の防止 
【現状と評価】 
 ⾼齢者虐待に関する相談・通報の多くは家庭内における養護者による虐待 であ り、
市町村において未然防止、早期発見、早期介入（再発防止）等総合的な対応を行う
必要があります。県としても、その体制整備を引き続き支援していく必要がありま
す。 
  
（参考）令和 3（2021）年度の状況 
  ○ 養介護施設従事者等による⾼齢者虐待 
     ・相談・通報対応総数  10 件 ⇒ 虐待事実の確認 ３件 
  ○ 養護者による⾼齢者虐待 
     ・相談・通報対応総数  120 件 ⇒ 虐待事実の確認 67 件 
  ○ 死亡案件 ０件 
出 典 ： 令 和 ３ 年 度 ⾼ 齢 者 虐 待 の 防 止 、 ⾼ 齢 者 の 養 護 者 に 対 す る 支 援 等 に 関 す る 法 律 に 基 づ く 対 応 状 況 等 に 関 す る 調 査  
 
【第９期における方向及び対応】 
 家庭における虐待の防止のためには、事例の早期発見と養護者への対応を適時に
行い、問題の深刻化を阻止することが重要です。 
 成年後見支援センターによる専門的な相談支援体制とともに虐待通報及び受付機
関である市町村及び地域包括支援センターの職員に対しても「養護者による虐待対
応研修」、「養介護施設従事者等による虐待対応研修」を継続して実施していくこ と
とします。 

施設職員に対しては、施設内における権利擁護や虐待防止に向け、具体的な知識
と技術を習得するための研修を継続して実施します。 
 また、地域住⺠や関係者に対する虐待防止に向け⾼齢者虐待防止ネットワークの
体制づくりを強化していくこととします。 
 
（参考）高齢者虐待の種類 

区 分 内  容 
身体的虐待 暴 力 的 行 為 な ど で 、 身 体 に 傷 や ア ザ 、 痛 み を 与 え る 行 為 (拘 束 、

薬による抑制を含む) 
介 護 ・ 世 話 の 放
棄・放任 

介護の放棄・放任により、⾼齢者の生活環境や身体・精神状況が
悪化すること 

心理的虐待 脅しや侮辱などの言語や威圧的な態度、無視、嫌がらせ等によっ
て精神的、情緒的に苦痛を与えること 

性的虐待 ⾼齢者との間で合意が形成されていない、あらゆる形態の性的な
行為とその強要をすること 

経済的虐待 ⾼齢者の合意なしに財産や金銭を使用したり、⾼齢者の希望する
金銭の使用を理由なく制限すること 

セ ル フ ・ ネ グ レ ク
ト(自己放任) 

⾼齢者が生活上行うべき行為を行わないことにより、あるいは行
う能力がないことから自己の心身の安全や健康が脅かされること 
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（参考）高齢者虐待防止ネットワークの体制づくり

出 典 ： 市 町 村 ・ 都 道 府 県 に お け る ⾼ 齢 者 虐 待 へ の 対 応 と 養 護 者 支 援 に つ い て （ 平 成 30 年 ３ 月 改 訂 ）  
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（５）低所得高齢者対策 
①介護保険制度における対策 
【現状と評価】 
１ 概要 
 要介護認定者の増加等に伴い、介護保険料が増大し、所得の少ない⾼齢者等にお
いて介護保険料の負担感が⾼まっています。 
 所得の少ない⾼齢者等が必要な介護サービスを円滑に利用できるよう介護保険制
度には、さまざまな低所得者対策が用意されており、継続した運用が必要です。 
 
ア 第１号介護保険料の多段階化・軽減強化 
 65歳以上の被保険者が負担する第１号介護保険料は、世帯の収入等に応じ、きめ
細やかな保険料負担区分とするため、平成27(2015)年度から、それまでの第１号保
険料の設定に関する標準段階を６段階から９段階（保険者によりさらに細分化する
ことが可能）に細分化し、⾼齢者の所得状況に応じた負担となるよう配慮されてい
ます。 
 また、市町村⺠税非課税世帯を対象に公費投入による更なる軽減制度（低所得者
保険料軽減負担事業）も実施され、低所得⾼齢者への対策が一層進められて いま す。
これは、介護保険の第一号保険料について、給付費の５割の公費とは別枠で公費を
投入し、低所得の⾼齢者の保険料の軽減を強化するもので、負担割合は国１/２、
県１/４、市町等（保険者）１/４です。 
（参考）厚生労働省資料 

 

 
イ 社会福祉法人による利用者負担軽減制度の実施 
 社会福祉法人による利用者負担軽減制度とは、介護保険サービスを行う社会福祉
法人等が、低所得で特に生活が困難である方（市町村⺠税非課税者等が一定の要件
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を満たす場合）について、利用者の自己負担額の４分の１が軽減され、その減額部
分を国、県、市町村及び社会福祉法人が負担する制度です。 
 本県では、全市町村で事業を実施しています。 
 
２関連データ 
⇒介護保険事務調査の段階別保険料（過去５年度分）を記載 
 
３ 県の取組 
 市町村等の行う取組への支援等制度の運用を行っています。 
 
【第９期の方針】 

団塊世代の方々が後期⾼齢者となる令和7(2025)年が計画期間中に到来し、団塊
ジュニア世代の方々が65歳以上になる令和22(2040)年に向けて、医療保険料、介護
保険料ともさらに負担が⾼まることが想定されますが、所得の多少にかかわらず要
介護者が必要な介護を受けられるよう、引き続きの支援体制を整備するため、国や
市町村等と連携し各制度を運用していきます。 
 
 
②介護保険制度以外の対策 
【現状と概要】 
１ 概要 

●ページ（「２ ⾼齢者夫婦世帯・⾼齢者単身世帯・一世帯あたり人員」）のとお
り貧困に陥りやすいとされる⾼齢者夫婦世帯及び⾼齢者単身世帯も増加傾向が続い
ています。 

今後、⾼齢者社会の進行に伴い、貧困に陥る⾼齢者が増加していくことも予想さ
れます。 

市町村と連携して各種生活支援制度等によって⾼齢者の暮らしを支えるとともに、
地域におけるセーフティーネットを整えることで社会的孤立を防止していくことが
必要です。 
 
２ 市町村・地域の実践事例 
 各市町村に設置されている相談窓口に支援員が配置されており、生活困窮者やそ
の家族などの相談を無料で受け付け、また、以下のような取組を行っています。 
 

項目 内容 
自立相談支援事業 支援員が相談を受け、どのような支援が必要か相談者と

一緒に考え、具体的な支援プランを作成し寄り添いなが
ら自立に向けた支援を行っています。 

住宅確保給付金の支給 離職などにより住居を失った方、または失う恐れの⾼い
方には、就職に向けた活動をすることなどを条件に、一
定期間、家賃相当額を支給しています。 

就労準備支援事業 直ちに就労が困難な方に6か月から1年の間、プログラム
にそって、一般就労に向けた基礎能力を養いながら就労
に向けた支援や就労機会の提供を行っています。 

家計改善支援事業 相談者が自ら家計を管理できるように、状況に応じた支
援計画の作成、相談支援、関係機関へのつなぎ、必要に
応じて貸付のあっせん等を行っています。 

 
また、環境上の理由や経済的理由により居宅において生活することが困難な方の

ための養護老人ホームや身体機能の低下のため独立して生活するには不安がある方
のための経費老人ホーム（ケアハウス）などがあり、市町村の措置又は自らの選択
によって入所が可能です。 
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住まいについては、行政、不動産・福祉関係団体等で構築する鳥取県居住支援協
議会において、⾼齢者等の住宅確保要配慮者の住まいの確保のための施策検討・取
組を行っています。 
 
３ 県の取組 
 全県を対象に次の取組を行っているほか、市町村等の行う取組を支援して いま す。 
 

項目 内容 
⾼齢者に対する就労支援 「生涯現役社会」の実現に向けて県立ハローワークな

ど県が設置する就業支援機関において、働く意欲のあ
る⾼齢者が就労できるよう、就職に関する相談や職業
紹介等の支援を行っています。 

公営住宅 ⾼齢者世帯が入居しやすくなるように60歳以上の⾼齢
者を優先入居の対象としています。 

生活福祉資金貸付事業 低所得世帯等に対し、経済的自立及び生活意欲の助⻑
を図るため、必要な資金を貸し付ける制度です。 

市町村包括的福祉支援体
制整備推進事業 

各市町村において福祉の包括的支援体制の整備を推進
するため、研修会の開催や地域住⺠同士の支え合いの
取組との協働などの地域力協会に向けたバックアップ
支援を行っています。 

鳥取県社会福祉事業包括
支援事業 

県社会福祉協議会が各種団体への支援として実施して
いる鳥取県更生保護給産会補助金をはじめとする各種
補助金について必要となる経費を全額負担していま
す。 

孤独・孤立を防ぐ温もり
のある支え愛社会づくり
推進事業 

「孤独・孤立を防ぐ温もりのある支え愛社会づくり審
議会」を設置するとともに、相談窓口を設置し、相談
内容によって専門の相談窓口や支援機関に繋げること
等により支援の充実を図っています。 

 
【第９期の方針】 
 これらの制度が円滑に実施されるよう、引き続き市町村等と連携していくととも
に制度を周知していくものとします。 
 
 
（６）介護サービス情報の公表と第三者評価 
【現状と評価】 
１ 概要 
 介護サービス情報の公表制度は、介護保険制度の基本理念である「利用者本位」、
「⾼齢者自立支援」、「利用者による選択（自己決定）」を、現実のサービス利用の
際に保証するための仕組みであり、利用者による介護サービス事業所の選択を支援
することを目的としています。公表する情報は、事業者が都道府県に報告したもの
であり、介護サービスの種類ごとに共通項目の情報を毎年専用のホームページ上で
一般に公表しています。 
 また、福祉サービス第三者評価制度は、社会福祉法人等の提供する福祉サービス
の質を、事業者及び利用者以外の公正・中立な第三者機関が専門的・客観的な立場
から評価を行う制度であり、その結果は独立行政法人福祉医療機構のホームページ
（WAMネット）で公表されています。 
 この評価制度は、各事業者が事業運営における問題点を把握し改善に取り組んで
いくことにより、サービスの質の向上に結び付けることができ、また、利用者の適
切なサービス選択のための有効な情報源として提供することができます。 

加えて、令和５年度の介護保険法改正では、介護サービス事業者に対して財務状
況の報告が義務付けられ、介護サービス事業者経営情報に関するデータベースを国
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において整備することとされました。効率的かつ持続可能な介護サービス提供体制
の構築に向けた政策の検討、物価上昇や新興感染症の影響等を踏まえた介護事業者
への支援策の検討、分析結果を情報提供することによる介護の置かれている状況・
実態に関する国⺠の理解の促進等のために、定期的な情報収集及び把握が行われま
す。 
 
２ 関連データ 
介護サービス情報公表システム 公表状況［令和3（2021）年度公表］ 

 公表事業所数 1,009件（令和5（2023）年3月31日時点） 
〈主なサービス〉 
 訪問介護 103件 通所介護 135件 小規模多機能型居宅介護 57件 
 介護老人福祉施設 40件 介護老人保健施設 50件 
 認知症対応型共同生活介護 85件  など 
 
３ 県の取組 
 介護サービス情報の公表において、各事業所から報告された事業所情報について
内容を審査し、公表しています。 
 第三者評価制度においては、評価事業の推進のため評価システムの整備に係る企
画立案や評価基準の策定及び評価手法の検討などを行っています。 
 
【第９期の方針】 
 いずれも利用者のサービスまたは事業者選択に資する情報提供制度であり、介護
保険制度の適正な運営にとって重要な仕組みであるため引き続き実施します。 
 事業者から経営情報が適切に報告されるよう必要な対応を行うとともに、データ
ベースを活用し定期的に経営情報を把握しつつ地域において必要とされる介護サー
ビスの確保に向けた取組に繋げられるよう努めます。 
 
 
（７） 家族介護と介護離職の防止 
 
【現状と評価】 
１ 概要 
 介護・看護を理由に職場を離れる人は多く、その中には「若者介護」と言われる
ように、10〜20代の若者が老親又は祖⽗⺟を介護している例も少なくないと推測さ
れます。県では、ヤングケアラー、老々介護、８０５０問題をはじめとする課題に
ついて、全国で初めて本人及び家族・援助者の支援に一体的に取り組む条例として
「鳥取県孤独・孤立を防ぐ温もりのある支え愛社会づくり推進条例」を制定し（令
和5年1月1日施行）、包括的な相談支援を行っています。 
 また、令和5年度第6回県政参画電子アンケート（⾼齢者の介護などに関する意識
調査に関するアンケート）結果においては、「同居する家族を介護すると想定した
場合に不安に思うこと」の項目で「仕事との両立」と答えた方は69.07％であり、
県内においても仕事と介護の両立に不安を抱えている人が多いことがわかります。 
 今後、核家族化がさらに進行するとともに要介護者が増加し、介護が理由で働く
ことができない人はますます増えてくる可能性があります。  
 
２ 関連データ 
 
 
３ 市町村・地域の実践事例 

本県では全市町村で家族介護支援事業を実施しており、GPS等の徘徊探知システ
ムの活用をする認知症⾼齢者見守り事業や、介護用品の支給、介護者交流会の開催
など、家族介護の負担軽減に資するための様々な取り組みが行われています。 
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４ 県の取組 
全県を対象に次の取組を行っているほか、市町村等の行う取組への支援を行って

います。 
 

項目 内容 
「働く介護家族応援！」企業内研修開
催支援事業 

働く家族の介護への不安による介護離
職を防ぐため職場を通し介護サービス
や制度に関する情報提供をするととも
に、職場環境の改善等のため企業内研
修の開催促進を図っています。 

介護等支援コーディネーター派遣事業 介護と仕事の両立しやすい職場環境づ
くりを進める県内企業に介護への備え
や公的介護サービスの情報提供等を実
施するコーディネーター（保健師等）
を派遣しています。 

ファミボスの普及 介護が必要な家族を持つ従業員の働き
方に配慮する上司「ファミボス」の普
及のため、平成27年6月3日に「イクボ
スとっとり共同宣言」を行いました。 
また、毎月19日を「イクボス・ファミ
ボスの日」としています。 

鳥取県介護人材育成事業者認証評価制
度 

「介護離職ゼロ」の実現に向けた介護
人材確保対策の一つとして、介護事業
者の人材育成・確保の取組の「見える
化」を図ることにより、介護事業所の
働きやすい環境の整備や介護職員の離
職防止等に資することを目的とした制
度です。 

介護支援専門員研修における家族介護
者への支援についてのカリキュラム 

介護支援専門員研修において、家族へ
の支援に関する内容がカリキュラムに
含まれており、家族の「仕事と介護の
両立」も含めてケアプランを作成して
もらうよう努めています。 

 
【第９期の方針】 

地域の実情に応じた介護サービス基盤の整備を行うとともに、引き続き介護保険
の適正運営を通じて、介護家族の支援を進めることとします。 
 また、介護に対する職場の理解や、介護休業を取得しやすい職場環境づくりなど
が今後一層求められるため、「ファミボス」の普及、介護休業の取得促進に関する
支援・啓発、「介護の日（11月11日）」のPRなどの意識啓発等を通じて、仕事と介
護の両立が可能な職場環境づくりを進めるとともに、市町村、関係機関等と連携し
ながら介護者一人一人のニーズに合わせた相談支援を展開します。 
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４ 認知症施策の推進 
本県における認知症の本人の数は、令和５（2023）年４月現在で約２万２千人

と推計されています。今後も⾼齢化の進展に伴いさらに増加が見込まれています。 
このような中、認知症の本人の意思を尊重すること、子どもから⾼齢者まです

べての人が認知症について正しく学び、誤解や偏見をなくしていくこと、認知症
の気づきの段階からその後の進行、終末期に至るまで、手厚く途切れることのな
いサポート体制をつくっていくことにより、認知症になってからも希望と尊厳を
持って、自分らしく暮らし続けられる地域づくりを推進していきます。 

そして、認知症の人を含めた県⺠一人一人がその個性と能力を十分に発揮し、
相互に人格と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する活力ある社会の実現を推
進します。 

 
（１） 本人の意思の尊重 
【現状と分析】 
 従来の認知症施策は、認知症の本人を支える側が中心となって企画・立案・評価
を行ってしまいがちであり、認知症の本人から直接希望や意見を聞き本人が真に求
める施策を展開していくことが求められています。 
 全ての認知症の人が、基本的人権を享有する個人として、自らの意思によって日
常生活及び社会生活を営むことができるようにするため、認知症の本人の視点を重
視することが必要です。その方法論を検討した国の研究事業によると「本人ミーテ
ィング」（本人が主体となって、出会い、思いを語り、意見を述べ、政策に影響を
与え、地域づくりに参画することを目的とする会議）が有効と言われています。  
 
【第９期における方向及び対応】 
ア 認知症の本人の意見の施策への反映 

認知症施策を行うにあたり、認知症の本人の意見を重視するため、例えば、認
知症施策等を検討する会議などに、認知症の本人が自らの認知症に係る経験等を
共有することができる機会の確保、認知症の本人の社会参加の機会の確保その他
の必要な施策を講じ、認知症の本人が参画して意見を述べたり、「本人ミーティ
ング」など本人同士が集まって自由に経験・意見を出し合える場を設けるなど、
本人の意見を施策につなげていきます。 

特に認知症の本人が会議などに参加する場合は、本人が安心して参加し発言し
やすい会議となるよう十分な配慮を行います。 

 
※ 第９期鳥取県介護保険事業支援計画及び老人福祉計画策定・推進委員会・

認知症施策推進分科会の様子（認知症の本人が４名参加） 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

【要留意】認知症分科会の意見反映前の案です。 

写真差し替え予定  
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イ 認知症の本人の声を発信する機会の拡大 
本人同士の交流、活き活きと自分らしく行動する認知症の本人と出会うことの

影響力はとても大きく、精神的な落ち込みから気持ちを立て直すきっかけになっ
たり、自分も認知症であることをオープンにできるなど、新たな一歩を踏み出す
力となっています。 

そこで、本人ミーティングや、本人同士で自由に話をし、交流できる場づくり
を進め、認知症啓発フォーラムや研修・講座等で、本人が講演・発表することを
通じて本人の意見を聴くなど、本人の声を発信する機会の拡大を推進します。な
お、認知症月間等においてその趣旨にふさわしい行事が実施されるよう奨励し、
本人からの発信の機会を拡大します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

米 村 功 さ ん  
米 子 市 在 住 （ 60 歳 ）。 県 の 職 員 と し て 在 職 中 の 令 和

元 年 7 月 に 、 ア ル ツ ハ イ マ ー 病 と 診 断 さ れ る 。 診 断 さ
れ た そ の 日 に 家 族 と 共 に 鳥 取 県 若 年 認 知 症 サ ポ ー ト セ
ン タ ー に 相 談 。 支 援 を 受 け な が ら 令 和 2 年 3 月 末 の 定
年 ま で 勤 務 し 退 職 す る 。 以 後 、 オ レ ン ジ カ フ ェ 等 に 関
わ り な が ら 認 知 症 の 本 人 グ ル ー プ 「 山 陰 ど 真 ん 中 」 を
立 ち 上 げ 、 共 同 代 表 を 務 め な が ら 講 演 活 動 を 行 い 「 本
人 の メ ッ セ ー ジ 」 を 発 信 し て い る 。  

 

藤 田 和 子 さ ん  
鳥 取 市 在 住 。 看 護 師 と し て 勤 務 中 の 平 成 19

（ 2007） 年 に 、 ア ル ツ ハ イ マ ー 病 と 診 断 さ れ
た 。  
 以 来 、 精 力 的 に 講 演 や 執 筆 活 動 な ど を 行 い 、 認

知 症 の 本 人 の 声 を 発 信 し 続 け て い る 。  
一 般 社 団 法 人 日 本 認 知 症 本 人 ワ ー キ ン グ グ ル
ー プ 代 表 理 事 。  

令 和 ２ 年 １ 月 20日 、 厚 生 労 働 省 が 認 知 症 へ
の 関 心 と 理 解 を 深 め る た め の 普 及 ・ 啓 発 を 行
う 「 希 望 大 使 」 と し て 全 国 の 認 知 症 の 本 人 の
う ち ５ 名 を 任 命 さ れ 、 そ の １ 人 と し て 藤 田 和
子 さ ん が 選 ば れ ま し た 。  

 

＜ 認 知 症 本 人 に よ る ミ ー テ ィ ン グ ＞ （ ２ カ 月 毎 に 開 催 ）  ＜ 「 山 陰 ど 真 ん 中 」 の 様 子 ＞  

＜ ロ ー タ リ ー ク ラ ブ の 認 知 症 フ ォ ー ラ ム で の 講 演 ＞  

＜ 認 知 症 本 人 大 使 「 希 望 大 使 」 に 任 命 さ れ た  
藤 田 和 子 さ ん （ 右 か ら ２ 番 目 ） ＞  

写真差し替え予定  
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ウ 認知症の本人の自主的な活動の推進・支援 
  認知症になっても自分らしく暮らし続けるために、本人同士の自主的なグルー

プづくりを進め、本人ひとり一人が今やりたいことを、パートナーと共に実現す
る活動を支援・推進します。 

 
（２）共生の地域づくり 
【現状と分析】 
 認知症の本人が住み慣れた地域で暮らし続けるためには、認知症の人にとって日
常生活又は社会生活を営む上で障壁となるものを除去し、地域において安全にかつ
安心して自立した日常生活を営むことができるようにします。これらは教育、地域
づくり、雇用、保健、医療、福祉その他の各関連分野における総合的な取組として
行います。 

認知症の本人、その家族、地域の人々が一緒になって、お互いに支え合いながら
「共生」の地域づくりを進めることで、すべての人が安心して住み続けられる地域
をつくることにつながります。 
 
【第９期における方向及び対応】  
ア  地域での拠点づくり及び認知症の本人、その家族、地域の人々と行うユニバー

サルデザインのまちづくりの推進  
認知症になってからもできる限り住み慣れた地域で普通に暮らし続けていくた

めの障壁を減らし、認知症の人の生活におけるバリアフリー化の推進を認知症の
本人の家族、地域の人々で進めます。 

まず、認知症の本人や家族が安心して参加できる居場所として、認知症カフェ
があります。ここでは、地域の人や専門家が参加し、相互に情報を共有しお互い
の理解を深めたり、認知症の早期発見、介護者支援、ピアカウンセリング、住⺠
啓発、介護保険サービスへつながる場として地域の中で大きな役割が期待できま
す。全市町村、ひいては地区単位で認知症カフェの設置を支援していきます。 

認知症カフェは地域の人が運営し、そこで認知症の本人や家族などと関わるこ
とで、より実効的な学びの場にもなります。普通の喫茶店のように誰でも行ける
ところで、かつ本人が良い情報を得たり、出会いや繋がりを求めて集まれる場で
あることが大切です。一時のイベントなどではなく、本来の意味のカフェに質を
⾼めていけるよう、各市町村の認知症地域支援推進員などの取組を支援します。 

また、認 知症の本 人たちと 住⺠や子 どもたち が楽しく 交流する ことを通 じて認知
症の本人 との関わ り方や、 もし自分 が認知症 になった ときにど うするか などを直
に学ぶこ とができ ます。な お、公共 交通事業 者等、金 融機関、 小売業者 その他の
日常生活 及び社会 生活を営 む基盤と なるサー ビスを提 供する事 業者は、 地方公共
団体等が 実施する そのサー ビスを提 供するに 当たって は、その 事業の遂 行に支障
のない範 囲内にお いて、認 知症の人 に対し必 要かつ合 理的な配 慮をする よう努め
なければ なりませ ん。この ような多 様な主体 が相互に 連携して 認知症施 策に取り
組むこと ができる よう産学 官⺠連携 の先進的 な取組事 例につい ても支援 好事例の
収集等を行い、必要な施策を行います。 

また、連 携により 認知症の 人にとっ て利用し やすい製 品及びサ ービスの 開発 及
び普及の 促進し、 認知症の 人に対す る分かり やすい形 での情報 提供の促 進、消費
生活における被害を防止するための啓発を促進します。 

例えば、事業者による研修の充実及び適切な接遇の実施を推進し、スローショ
ッピング等の買い物しやすい環境整備、食料品アクセスの改善などが考えられま
す。このような地域は認知症の人に限らず、誰もが安心して１人で気ままに買物
や外出ができる地域になります。 

 
イ 認知症の本人と伴走するパートナー 

認知症に 関する正 しい知識 及び認知 症の本人 に関する 正しい理 解を深め るた め
学校教育 及び社会 教育にお ける認知 症に関す る教育の 推進、認 知症の本 人に関す
る正しい理解を深めるための運動の展開その他の必要な施策を進めます。 
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本県では千人当たりの認知症サポーター数が全国で２位になるなど、認知症サ
ポーターの養成が進んでいます。認知症の本人への関わり方や、認知症の本人の
声 を 直 接 伝 え 、 小 売 業 ・  金 融 機 関 ・ 公 共 交 通 機 関 等 の 従 業 員 等 へ 認 知 症 の 本 人
と伴走するパートナーにつながるより実践的な講座内容になるよう充実及び改良
を図ります。  

また、小・中学校における「認知症キッズサポーター養成講座」を引き続き推
進し、保護者を含め若い世代の啓発を行います。 

さらに、認知症サポーター養成講座を基礎として、実際に地域において専門職
として活動したり、認知症の本人が会議への参加、講演や発表などを行うために、
一緒に活動するパートナーとなるよう認知症サポーターのステップアップを図り
ます。併せて、認知症サポーター養成講座の講師であり、地域のリーダー役とし
ても期待されているキャラバン・メイトの養成及びスキルアップを引き続き行い
ます。 

 

（参考）認知症キッズサポーター養成講座 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 地域での支え合いの強化 
軽度のうちから認知症をオープンにでき、住み慣れた環境で地域住⺠と一緒に

和気あいあいと暮らすことが認知症の悪化予防になることを地域の人たちが知っ
ていて、その上で一緒にいろいろな活動のできる関係性が築けていれば、その後
重度化しても地域で支え合い、その関係性のなかで温かく見守られる流れが期待
できます。 

こうした地域の支え合いに向けて、認知症の人又は家族等が孤立することのな
いよう、認知症の人又は家族等が互いに支え合うために交流する活動に対する支
援、関係機関の紹介その他の必要な情報の提供及び助言その他の必要な施策を行
います。 

まずは、近隣の人をよく知り実際に活動することが必要です。特に自治会など
との関わりの乏しいマンションなどでは容易に孤立してしまうことから、孤立防
止の取組を進めるなかで、認知症の本人や家族の存在を知り、個々の認知症の本
人の状況又は家族等の状況にそれぞれ配慮しつつ総合的に応ずることができるよ
うにするため困りごとの解消や生活支援につなげていきます。 

  市町村に配置されたコーディネーターが、認知症サポーターを中心にいろいろ
な地域の人たちに働きかけ、認知症の本人や家族の悩み、要望に対して具体的な
支援につなげる仕組み「チームオレンジ」を地域ごとに構築します。 

 
エ 若年性認知症サポートセンターによる総合的な伴走型支援 

鳥取県若年性認知症サポートセンターの運営を通じて、若年性認知症の本人や
家族からの電話相談や自宅訪問、就労支援、受診同行、集いの場の提供、自分の
居場所や役割を見出し、社会とつながるための手助けなど、自立生活に向けた就
労と医療と暮らしの総合的な支援を同時並行で行っていきます。 

そして、意欲及び能力に応じた雇用の継続、円滑な就職等に資するよう、事業
主に対する若年性認知症の本人その他の認知症の本人の就労に関する啓発及び知
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識の普及その他の必要な施策を行い、現職の就労継続、その次の福祉的就労、そ
の次の介護保険サービスなど、状況に応じて次のサービスにつなぐ段階で切れ目
が生じることのないよう企業やハローワーク等と連携した伴走型の支援を行いま
す。 

 
（参考）若年性認知症サポートセンターの活動 
（１）若年性認知症の本人と家族からの相談対応・支援 

若年性認知症の本人・家族から電話で相談を受け、面会後、東部・中部・⻄
部 の そ れ ぞ れ の 若 年 性 認 知 症 支 援 コ ー デ ィ ネ ー タ ー が 、 専 門 医 の 受 診 、 就 労
支援、介護保険の利用といった様々な相談に対応。 
また、若年認知症の支援を行う関係機関（医療、介護、家族の会、行政関係

者等）で構成される若年性認知症自立支援ネットワーク会議を開催し、若年認
知症支援に関する課題等を整理し、今後の対応について協議・検討します。 

 

【相談内容の例】 
・病院との連携 
（主治医や地域の病院を紹介してほしい） 
・日常の介護について 
・病気について  ・就労について 
・経済的な問題  ・身体の不調について 
・介護サービス、障がい者サービスの利用について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

若年性認知症自立支援ネットワーク会議  
  

就労支援のケア会議の様子 

１名  １名  １名  

若年性認知症自立支援ネットワ
ーク会議（⻄部）の様子。 
認知症本人、介護家族が委員と
して参加。  
 

写真差し替え予定  

写真差し替え予定  
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（２）認知症の本人と家族の集いの場「にっこりの会」  
⻄部、東部・中部で隔月に開催。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

  

認知症の本人と家族で作っているダリア
畑へ 

 

認知症の本人とパートナー雨
滝にて 

まち歩きをしながら城
山へ 

にっこりの会での家族

写真差し替え予定  

写真差し替え予定  

写真差し替え予定  

写真差し替え予定  
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オ 安心して地域で暮らせる見守りの体制 
認知症の⾼齢者等が外出したまま行方不明となる事例が、県内でも発生してい

ます。 
万が一行方不明者が発生した時に早期発見するためには、地域ぐるみの対応が

不可欠であり、地域における体制整備が必要です。 
そのため、市町村域及び部署を越えた連携が重要になるため、全市町村・警察

等で構成する「認知症⾼齢者等ＳＯＳ・サポートネットワーク推進連絡会議」を
設置し、速やかな情報共有や捜索体制の構築を推進しています。 

また、市 町村の認 知症⾼齢 者等事前 登録制度 、認知症 行方不明 者の捜索 模擬 訓
練、認知 症個人賠 償責任保 険の検討 など、地 域の見守 り体制の 強化を図 っていき
ます。 

県内の運転免許センターでは、看護師を配置して一定の病気等（認知症、総合
失調症、てんかん等）の運転適性相談を行っています。 

 
（参考）安心して地域で暮らせる見守りの体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区   分 
参  加  開  始  時  点 

初動：行方不明届受理〜 24 時間経過 72 時間経
過 

参
加
機
関 

実施関係 
機    関 

・県警    ・該当市町村 
（ ・ 市 町 村 が 持 つ ネ ッ ト ワ ー ク

等） 
・ 地 域 包 括 支 援 ｾ ﾝ ﾀ ｰ （ ・ 消 防

局） 

・県⻑寿社会課 
（ ・ 県 消 防 防 災 航 空 セ

ン タ ー 、 消 防 防 災
課） 

 

協力機関 

・バス・タクシー事業者 
・JR ⻄日本、県内空港、隠岐汽

船 
・ 行 方 不 明 者 の 居 住 す る 市 町 村

の サ ー ビ ス 事 業 者 （ 通 所 、 ヘ ル
パ ー ）  

・隣接する市町村(県外含む) 

・ 県 内 ケ ー ブ ル テ レ ビ
放 送 局 、 ラ ジ オ 放 送
局 

・県内全市町村 
・可能性のある隣接県 

・近隣県等 
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（３）早期発見と切れ目のないサポート 
【現状と分析】 

介護保険サービスの対象期間だけではなく、認知症の症状に気づいてから診断を
受け、介護保険サービスにつながるまでの暮らしの支援、そして認知症の本人の最
期や看取りをどうするかといったことも考える必要があります。 
 
【第９期における方向及び対応】  
ア 気づき・早期受診の促進 

認知症は原因となる多くの疾患が引き起こす症状の１つであり、原因疾患によ
っては治療可能なものもあるため、原因疾患の鑑別が極めて重要です。 

また、認知症の前段階である軽度認知障がい等に早く気づき、早くから治療を
受け適切に対応することで、症状を遅らせ、生活の質を保つことができます。 

そのために、早期に市町村の地域包括支援センターや鳥取県認知症コールセン
ターへ相談し、受診することの必要性や暮らし方についてＩＣＴ等を用いて啓発
します。 

 
イ 認知症とともに住み慣れた地域で安心して暮らし続けるための研究及び予防 

認知症の本態研究、認知症及び軽度の認知機能の障害に係る予防、診断及び治
療等その他の事項についての研究の推進を行い、その成果を活用します。 

また、希望する方が科学的知見に基づく適切な認知症及び軽度の認知機能の障
害の予防に取り組むことができるよう、啓発及び知識の普及を行います。具体的
にはＩＣＴ等の活用、認知症に対応する新薬（レカネマブ等）、聴覚機能の低下を
防ぐ補聴器等を進めることとします。 

また、「認知症の予防」とは、「認知症にならない」という意味ではなく、 
「 認 知 症 に な る の を 遅 ら せ る 」「 認 知 症 に な っ て も 進 行 を 緩 や か に す る 」 と い う
意味です。 

そのため に、生活 習慣の見 直しや鳥 取県で独 自に開発 した「と っとり方 式認 知
症予防プ ログラム 」をはじ め、市町 村での取 組を支援 し、認知 症の予防 及びその
啓発を推進していきます。 
 

 「とっとり方式認知症予防プログラム」  
平成 28 年度から日本財団との共同プロジェクトとして、鳥取大学医学部の

浦上克哉教授中心に、研究職、医療・福祉職等、多職種の専門家がそれぞれの
知見を生かして｢運動｣｢知的活動｣｢座学｣の 3 つの分野からなる本県独自の認知
症予防プログラムの開発を行いました。⾼齢者を対象に地域の予防教室でこの
プログラムを実施し、実施前後で認知機能や身体機能の測定データを比較分析
して効果検証を行ったところ、それぞれの機能が向上したという結果が得られ
ました。 

県では、こうした医学的なエビデンスとともにこのプログラムを普及してい
くため、身近なところでこのプログラムに取り組めるよう教室の立ち上げを支
援したり、感染症流行下など外出や参集が難しい状況にあっても、ＩＣＴを活
用することでこのプログラムに取り組めるような仕組みを検討するなど、より
効果的・積極的な認知症予防を推進していくこととしています。 

 

 ※ こ の プ ロ グ ラ ム の 特 徴 は 、「 運 動 」「 座 学 」「 知 的 活 動 」 を 組 み 合 わ せ た 一 連 の サ イ ク ル を 週 １ 回 行 う
こ と 。 こ の ３ つ の 活 動 を 組 み 合 わ せ た プ ロ グ ラ ム の 医 学 的 効 果 が 、 全 国 で 初 め て 証 明 さ れ た 。  


